【報告】2009/07/30　
『全教からの追加情報』（教員の地位に関する勧告の適用に関するＩＬＯ・ユネスコ共同専門家委員会 宛）

　全教は、ＩＬＯ・ユネスコ共同専門化委員会（ＣＥＡＲＴ）に対し、以下の追加情報を提出しました。
　



２００９年　７月３０日

　
教員の地位に関する勧告の適用に関する
ＩＬＯ・ユネスコ共同専門家委員会　御中
全日本教職員組合
中央執行委員長　山口　隆
全教からの追加情報

１．ＩＬＯ・ユネスコの共同専門家委員会（以下、ＣＥＡＲＴ）の中間報告書と調査団報告書が全教へ届けられた後の日本の状況につきましては、２月に追加情報を提出しました。その後、全教は、ＣＥＡＲＴ中間報告書や調査団報告書の日本語訳などを収めた「資料集」を積極的に活用し、教職員の中での学習をすすめるとともに、都道府県教育委員会に届け、懇談するとりくみをすすめてきました。
　
　現時点で、地方教育委員会に「資料集」などを届け、懇談や要請を行ったところは、埼玉県・千葉県・群馬県・山梨県・長野県・岐阜県・京都府・大阪府・広島県・島根県・香川県・愛媛県・長崎県の１３府県です。一例として、香川県の懇談と当局の回答についての香川県教職員組合からの情報として、３ページに載せました （事例１） 。
　
　しかし、文科省が今回のＣＥＡＲＴ中間報告書を翻訳もしなければ、地方教育委員会に対して何も伝えていないという状況の中では、地方教育委員会自身が対応に苦慮しているというのが実態です。そうした中でも、岐阜県では交渉なしに一方的に４月から実施した賃下げについて知事が謝罪し、千葉県では今まで交渉・協議の対象とされてこなかった教職員評価制度の問題が、当局との協議の対象になるなど、ＣＥＡＲＴ中間報告書を届けてすすめてきた懇談は、一部とはいえ、教職員組合と当局との関係を改善する力になっています。
２．全教は、教組共闘と民主教育研究所とともに、６月１３日と１４日に東京都内で「ＩＬＯ・ユネスコ『教員の地位』勧告とＣＥＡＲＴ勧告を教育にいかす国際シンポジウム」を開催しました。
　
　海外からは、フランスのロジャー・フェラーリ／フランス中等教員組合（ＳＮＥＳ）国際部長、ニュージーランドのイアン・レッキー／ニュージーランド教育協会（ＮＺＥＩ）全国副会長、韓国のファン・ヒョンス／全国教職員労働組合（ＫＴＵ）国際局長の各氏が参加、国内からの参加者は連日１５０名を超え、関心の高さがうかがえました。
　
　シンポジウムでは、主催者あいさつおよび講演をとおして、「教員の地位に関する勧告」の今日的意義が深められ、それをふまえて「新自由主義教育を乗り越える教職員組合のたたかい」と「教員に対する評価の現状と課題」という２つの柱ですすめられました。
　
　シンポジウムをとおして、今日の新自由主義にもとづく攻撃が、全世界的であり、それぞれの国の労働者が連帯してとりくんでいく課題であることが明らかになりました。また、新自由主義的な競争至上主義の教育が、特にアジアで、子どもたちを追いつめ、背景にある貧困問題とも深く関わりながら、子どもたちの成長をゆがめていることが告発されました。
　
　さらに、「教員の地位に関する勧告」の各国の適用状況についてＥＩ（Education International）が４月から全世界での調査をはじめたことが紹介され、日本の運動が「教員の地位に関する勧告」の意義を世界に発信してきたことが参加者の確信になりました。
３．６月４日、大阪高等裁判所は、京都市が２００５年に一方的な評価にもとづいて分限免職処分にした高橋智和さんに対して、一審に続き、分限免職処分の取消を命じる判決がだされました。詳細は、京都市教職員組合からの情報として、６ページに載せました （事例２） 。当局は判決を不服として、６月１７日、文部科学省と相談の上、最高裁判所に上告しましたが、明らかに透明性を欠いた手続や本人からの意見表明の機会さえ与えなかった一方的な処分に対して、日本の司法が２度にわたって断罪したものを、あえて上告したことは、文部科学省自身が評価の公正性・透明性・客観性に消極的な姿勢を示したものと、私たちは考えます。
４．大阪府教育委員会は、２００８年１２月１９日に評価結果を昇給に反映させるための上位基準（Ｓ・Ａ評価）を５０％以内に抑制するよう、通知を市町村教委に対して発出しました。これは、これまで大阪府教育委員会が「教職員の評価・育成システム」の目的は「教職員の意欲・資質の向上」であり、絶対評価であると重ねて説明してきたことを自ら否定するものです。詳細は、大阪教職員組合からの情報として、９ページに載せました （事例３） 。
５．日本におけるきわめて制約された労使関係の下、ＣＥＡＲＴ中間報告書で勧告された誠実な交渉と協議がすすんでいないことに、この間の最大の問題があると私たちは考えています。そうした中、見過ごせない大きな問題が２つ起きました。１つは北海道における労使協定書の一方的破棄問題です。詳細は、北海道高等学校教職員組合連合会からの情報として、１１ページに載せました （事例４） 。もう１つは、香川県における現業職員の処遇の大幅切り下げの一方的実施です。詳細は、香川県高等学校教職員組合からの情報として、１４ページに載せました （事例５） 。
６．日本政府は国家公務員制度改革推進本部のなかに労使関係制度検討委員会を設置して、現在、非現業公務員に対する労働協約締結権の付与について検討されています。８月中に中間まとめを行い、年内には最終報告する予定です。
　
　私たちは、公務員の労働基本権回復については、争議権を含めた全面的な回復をもとめてきましたが、検討されていません。きわめて限定的な労働協約締結権の付与だけに限った検討であり、しかも、主要な論点として、協約事項の限定や管理運営事項の範囲、協約締結権を付与する職員の範囲等が挙げられており、問題が多いと考えています。少数の職員団体の取扱いが問題にされたり、排他的交渉代表制が検討課題になるなど、日本の労働組合法が想定していない問題まで検討課題とされていることに危惧を覚えます。
　
　こうした重大な検討が、私たちの加盟している全労連の代表を排除したまますすめられていることに対して、６月１９日、ＩＬＯの結社の自由委員会は、労働基本権の付与と検討委員会の公正な構成等について勧告し、日本政府に情報提供を要請しています。
７．国による見直し・改善には問題があるとはいえ、検討がはじまったこと自体が、この間の運動の成果
だと考えます。私たちは、引き続き、ＩＬＯ勧告、ＣＥＡＲＴ勧告を力に、公立学校で働く教職員を含む公務員の労働基本権回復に向け全力を尽くすとともに、引き続き、地方教育委員会はもちろんのこと、すべての教育委員会に対し、ＣＥＡＲＴ中間報告書および「教員の地位に関する勧告」を届け懇談をすすめていきます。そして、１９６６年勧告が教育政策決定において権限をもつ当局と教員団体の間で問題の性質に応じておこなわれる協議や交渉が重要であり、それは教育制度全体の機能に積極的に貢献するとくり返し述べていることを想起し、日本の教育の有意味性・レリバンス（relevance）と質の向上とを図る教育改革をめざして奮闘する決意です。
８．９月２８日から予定されているＣＥＡＲＴ第１０回会議において、私たちが提出した追加情報が審議されることを望みます。そして、本追加情報で示したような、この間の日本における状況を踏まえた積極意的な勧告を期待するものです。
　
　　　　　　　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

『全教からの追加情報』（事例：１）

■　香川県教委の「ＣＥＡＲＴ勧告の遵守を求める要請書についての回答」について
　

香川県教職員組合　書記長　安藤康司

　
１．県教委から回答が来るまでの経緯　
　　２００９年２月３日、香教組と香川県教委義務教育課は「２００８年度末人事異動」に関する定期交渉を行った。交渉冒頭のあいさつで、香教組平尾委員長はＣＥＡＲＴ勧告を尊重して教育行政を行うよう要請した。そして、交渉後、「ＣＥＡＲＴ勧告の遵守を求める要請書」（資料１）を提出した。
　　この要請書を提出したのは、香教組・香川県教委とも２００８年４月にＣＥＡＲＴ調査団の聞き取り調査を受けたこと、そして、２００８年６月の定期的な交渉の場で、県教育長が「ＣＥＡＲＴの勧告で出たことは尊重すべきであると考えている」と回答したことが大きな理由である。
　　したがって、要請書の前文の最後に「そのご回答どおり、今回のＣＥＡＲＴ勧告に対する誠実で速やかな対応を下記のように要請する」と記した。
　　その後、正式な場ではないが県教委義務教育課の組合担当である主任管理主事に回答の状況を尋ねた。２月１９日の段階では「文科省からＣＥＡＲＴ勧告については何もきていない」といい、３月２４日には「まだできていないので待ってほしい」とのことであった。３月の折には「文科省待ちでなく、県として出してほしい」と要望した。
　　年度が替わり、義務教育課の組合担当も交代した。２００９年５月１日に行われた定期交渉の事前打ち合わせで、要請書に対する回答の状況について尋ねたが、「文科省の方からは何もない。もう少し、待ってほしい」ということであったので、「香川教委も調査を受け、（担当者も）その場にいたのだから県として責任もって考えてほしい」という旨を伝えた。
　　なお、この時には６月に行われる交渉で重点項目について、ＣＥＡＲＴ勧告でどう触れられているか、「教員の地位に関する勧告」のどの項が該当するかを担当者に説明した。
　
２．回答直前の交渉について　
　　６月５日に県教委と「２００８年度末人事・賃金引き上げ等に関する」定期的な交渉を行った。この時、香教組は「勤勉手当の差別支給を撤回すること。勤勉手当の成績率反映についてはＩＬＯ・ユネスコの『教員の地位勧告』、ＣＥＡＲＴ第４次勧告を尊重し、教職員団体との早急かつ誠実な交渉を行うこと」を要求し交渉を行った。
　　これについて、まず「ＣＥＡＲＴ勧告遵守の要請書についての回答がないが、ＣＥＡＲＴ勧告について県教委はどのように考えているのか」と質問すると、「来週に回答する」との返事があった。なお、勤勉手当に関する交渉についてはＣＥＡＲＴ勧告第３９項、３７項について強調したが、県教委からの回答は「人事委員会の勧告に従っている。これまでも交渉している」であった。香教組としては「問題点があるのだから、そのことで交渉するように」要求したが、県教委からの回答はなかった。
　
３．回答について　
　　県教委からの回答は２００９年６月１０日に受け取った。担当者が「期待には添えないと思う」という通り、ＣＥＡＲＴ勧告には触れないもので、「教員の地位に関する勧告の精神を尊重しつつ」とはあるものの、これまで通りの姿勢であった。
　　しかし、文書による回答、しかも教育長の印がついた公文書の回答をしたことは、前進面として評価できる。また、回答を受け取った後、偶然、階段で出会った義務教育課課長は「期待には添えないでしょうがあの程度の回答しかできません」との旨のことばをかけてきた。県教委が気にしていることはうかがえた。
　　香教組は、県教委の回答で「教員の地位勧告の精神を尊重」をもとに、県教委に対して誠実な協議と交渉を求めることを続けていく。これまでの交渉の中でも「思いは同じ（子どもの成長、子どものための教育で）」と県教委もいっているが、これは、そのまま「教員の地位に関する勧告」の精神そのものであるので。


　
【資料１】香川県教委への要請
２００９年　２月　３日

　香川県教育委員会
教育長　細松　英正　様
香川県教職員組合
中央執行委員長　　平尾　行敏
ＣＥＡＲＴ勧告の遵守を求める要請書

　ＩＬＯ事務局から２００８年１２月８日付で、ＩＬＯ・ユネスコ共同専門家委員会（以下、ＣＥＡＲＴ）の勧告を含む中間報告書（第４次勧告）が全日本教職員組合（全教）に届けられました。これは、２００８年４月に本県でも行われたＣＥＡＲＴ調査団の来日調査を踏まえたもので、今回は、文科省と全教だけでなく、調査団のヒアリングに参加した他の教職員組合にも送付されました。
　　日本政府の了承を得て派遣され、すべての当事者に受け入れられる「問題解決のための提案」を使命としていた調査団は、「直接接触」で得た豊富な資料・証拠資料をもとに調査報告書にまとめました。それをもとにＣＥＡＲＴは、全教が申し立てた「指導力不足」教員政策と新しい教員評価制度について、具体的な改善内容に踏み込む意欲的な勧告を行っています。
　　しかも、勧告の対象は文科省と都道府県教育委員会（「省レベルと県教育委員会を含めて政府（the Government , both at ministry level and prefecture boards）」）となっており、「ＣＥＡＲＴの対象は政府・文科省に対するものであり、都道府県教委に対するものではない」とした本県の元教育長の見解も明確に斥けています。
　　１９６６年の「教員の地位に関する勧告」（以下、「６６年勧告」）・ＣＥＡＲＴ勧告は、「強い説得的効果」と「論理的な権威」を持っており、各国が遵守するのは当然とされています。とりわけ、今回の来日調査は、ＣＥＡＲＴに対して文科省が「全教の主張だけを聞いて判断せず、各教育委員会の取組状況等について直接事情を聴取していただきたい」と要請したことにより実現したもので、その結果、香川県教委にも事情聴取が行われたのです。
　　ＣＥＡＲＴは、日本の法制度を熟知した上で「６６年勧告」の遵守を求めており、法制度を理由に勧告を拒むことはできません。現行の地公法が「６６年勧告」・ＣＥＡＲＴ勧告を遵守する上で障害となるならば、必要な法改正をも求めています。協調の精神による「協議と交渉」がなければ、当事者間の見解が分かれ、「教育の意味制と質の向上とを図る教育改革が成功する可能性を損なう」（３２項）と述べていることにも説得力があります。
　　「６６年勧告」は教育を受ける権利が基本的人権であるとし、子どもたちの教育のために「教員の地位」の確保を求めたものです。そして、今回のＣＥＡＲＴ勧告が中間報告として出されたのは、「問題をよりタイムリーに解決することに役立てる」（４項）ためです。今後の日本における改善の取り組みは、世界から注目されています。
　　教育長は、２００８年６月の香教組との交渉の席上、「ＣＥＡＲＴの勧告で出たことは尊重すべきものであると考えている」とご回答されました。そのご回答どおり、今回のＣＥＡＲＴ勧告に対する誠実で速やかな対応を下記のように要請いたしますので、文書でのご回答をお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

１　「教員の地位に関する勧告」・ＣＥＡＲＴ勧告を尊重した教育行政をすすめること。
２　ＣＥＡＲＴ勧告およびＣＥＡＲＴ調査団報告書について、学習・懇談する機会を設けること。
３　本県の「指導が不適切な教員に対する人事管理システム」をＣＥＡＲＴ勧告を踏まえ、「同僚性と専門     職的協働という周知の日本的特質に依拠」（３４項）して検証し、判定のための客観的基準や適正手続きなどについて、必要な改善をおこなうこと。
４　①新勤務評定制度に関して、「雇用当局が昇給とボーナスに関わる業績評価制度の今後の設計と実施を、教員を代表するすべての教員団体との誠実な協議と合意のもとでおこなうよう、すぐに措置を講じるべき」（３９項）とのＣＥＡＲＴ勧告を尊重し、その具体化を図ること。
②「業績評価の結果として、教員の給与と勤務条件に影響を及ぼす事項については、最終的には合意に至る交渉の対象でなくてならない」（４０項）とのＣＥＡＲＴ勧告を尊重し、評価結果の賃金リンクは交渉事項とすること。
③とくに、本県における勤勉手当への成績率反映・査定昇給における苦情処理システムの改善については、速やかに教職員団体との協議をおこなうこと。
５　ＣＥＡＲＴ勧告を踏まえ、「協調の精神」による「教育当局と教員団体との協議や意見交換のための確立された機構」を実現するため、教職員組合代表が参加する検討の場を設けること。
　
（「指導が不適切な教員」認定制度について）　
１　「指導が不適切な教員」認定に際しては、判定委員会における本人の弁明の機会を保障すること。
　その際、同僚・弁護士の同席を認めること。また、校長からの具申内容を本人に開示するとともに、異議申し立て権を保障すること。　
２　判定委員会のメンバーに学校現場に詳しい教職員代表を選任すること。
３　「指導が不適切な教員」の恣意的認定を誘発する曖昧な判定基準や私生活に関わる判定基準を撤廃すること。
４　人権蹂躙や退職強要がいかなる場においても行われないようにすること。
　
（新勤務評定制度について）　
１　新勤務評定において、恣意的主観的な評価を招く相対評価を行わないこと。
２　評価結果を本人に開示するとともに、内容の是正を求める苦情処理を制度化すること。
３　評価結果の賃金リンクを一方的に行わないこと。

        =============================================================

【報告】2009/07/30　
『全教からの追加情報』（事例：２）

■　京都市における分限免職問題について
京都市教職員組合

１．はじめに　
　　京都市教職員組合（以下、京都市教組）は、京都市教育委員会（以下、京都市教委）が、２００５年3月３１日付で行った条件附採用期間（新規採用後１年間）の教員、高橋智和さんに対する分限免職処分は、「教員の地位に関する勧告」に照らして、「勧告」が遵守されていない重大な問題を含んでいると考えている。同時に、今回の「処分」は、２００８年１２月にＩＬＯ・ユネスコ共同専門家委員会（ＣＥＡＲＴ）が行った来日調査にもとづく中間報告（インテリムレポート）が指摘する日本の教員評価、「指導力不足」教員認定制度の問題点と合致する部分が多く含まれていることについて追加情報の提供を行う。
２．事件の概要　
　高橋智和さんは、民間企業で働いた後、高等学校・養護学校・中学校・小学校の常勤・非常勤講師として勤務し、２００４年4月1日付で京都市立学校教員に正式採用された。赴任した小学校では５年生を担任し、その他の校務分掌についても積極的にとりくみ、子どもたちの教育に日々精励してきた。また、京都市教委が行う研修などにも積極的に参加し、教育力量の向上に努めてきたが、２学期頃から、子どもたちの問題行動の発生や学級に指導が困難な状況が生まれた。これに対しても高橋さんは、全力で子どもとの信頼関係の回復に努力してきた。しかし、京都市教委は校長などの一方的な情報を根拠に、事実関係の調査も行わず、本人の主張も聞かず、２００５年３月３１日付で、分限免職処分を強行した。高橋さんは２００５年５月に処分の撤回を求めて京都地方裁判所に提訴し、京都地裁は２００８年２月２８日に、続いて大阪高等裁判所は２００９年６月４日に、分限免職処分を取り消す判決を言い渡した。しかし、京都市教委は最高裁判所に「上告」し、審理を待っている状況である。そもそも、条件附採用期間における教員の分限制度（免職）は、日本における「指導力不足教員」認定制度の中で、教育行政によって手続き的にも、認定基準においても、最も乱暴な運用が行われている。

３．「処分」と「教員の地位に関する勧告」、ＣＥＡＲＴ中間報告（勧告）の関係　
（１）ＣＥＡＲＴ中間報告の１２項は、「指導力不足教員の判定手続きは依然として必要な透明性を欠いていると確信する」と述べ、さらに、「学校管理職からの最初の報告は常に教員に開示されるとは限らないし、教員にはそれに反論し、意見を述べる機会がない…」などの問題点を指摘している。
この点に関して、高橋さんの「処分」に至る経過と裁判で明らかになった事実から問題点を指摘する。
　①　京都市教委は、事実確認、本人の弁明も聞かずに処分を決定した。
高橋さんは、事実上処分が決定される以前に京都市教委からの事情聴取は受けていない。高橋さんは、２００５年２月１日に初めて市教委の呼び出しを受けた。その席上で、京都市教委の幹部はまともな事情聴取や本人の弁明も聞かず、次回までに「自主退職か分限免職か」を選択するように通告した。京都市教委は裁判において、書面で現行法の運用上、「告知・聴聞」は不要であるとの主張を行っている。
②　事実に反する処分理由の存在が裁判で明らかになった。 
京都市教委があげた処分理由のうち１０項目について、裁判所は事実そのものがなかったと認定した。その一つが運動会後の飲酒が原因で、体調崩して仕事を休んだことを処分理由としたことだ。そもそも休んだ理由は、３９度近く発熱しためであり飲酒とは全く関係ない。２つ目は、１０月６日（２期制の学期末）に児童が行方不明になり、校長が職員室に教職員を招集し、捜索を指示した。その際、校長は「成績付けが終わってない人は無理しないでください」と全体に向かって話をした。市教委は、捜索に出かけた高橋さんを「職務命令違反」とした。この２点について判決は「校長が、原告の６月の運動会後の欠勤は飲酒によるものであると根拠もなく断言し、行方不明になった児童を捜索する際、原告を名指しすることもなく職員室にいた職員全体に対して、成績付けが終わっていない人は無理をしないよう述べたことをもって、原告に対して職員室に残るよう職務命令をしたと述べたこと、…教員としての評価に影響しないと考えられる事項も多数挙げられている等からすると、管理職等の原告に対する評価が客観的に合理性を有するものか疑わしいというべきである」とし、管理職等の証言が全く信用できないとした。
　
　京都市教委が適正な手続きを行わず、管理職の一方的で恣意的な情報にもとづいて処分したことが司法の場でも明らかになり、厳しく断罪されている。まさに、ＣＥＡＲＴ中間報告の指摘した通りである。
（２）ＣＥＡＲＴ中間報告は教員評価制度について、３７項で「…確固とした教員の専門職としての基準、責任、創意、自立性を基礎に、質の高い学習を実現するために教員評価を運用する…」とし、さらに３８項で、「…主観的、表面的な評価を少なくするため」評価者の研修の重要性などに言及している。

　今回の処分は、教師の専門職に関わる子どもの指導、授業実践が「不適切」として強行されている。例えば、体育のバスケットの最初の授業（導入の授業で）で、最初の２０分間教室で、バスケットの説明を行ったこと、さらに、音楽の授業で歌詞を覚えさせるためにクイズ形式で授業を行ったことも、「不適切な授業」として処分理由とされた。これに対して、大阪高裁は判決文の中で、「教員の児童に対する指導方法には裁量的な余地があることを否定できないから、主観的な評価の余地のある出来事を評価対象とすることはできるだけさけ、できる限り客観的で安定した方針の下で、今後の経験、研さんによっても、教員として適性が備わることが困難であるかどうか検討する」ことが必要であるとした。これは、京都市教委の教員の専門職としての「基準、責任、創意、自立性」を無視した教員評価のあり方を厳しく戒めたものである。
　
（３）ＣＥＡＲＴ中間報告の３４項は、日本の「指導力不足」に対する教員評価制度の検証と修正は、「同僚性と専門職的協働という周知の日本的特質に依拠して行われるべきである」と勧告し、「…研修は、もっと学校を基礎にした制度と指導助言に重きを置くことが可能である」と勧告している。
　
　高橋さんの裁判でも、学校での支援体制・指導体制のあり方が大きな問題となった。裁判の中で次のような事実が明らかになった。高橋さんが子どもを放課後残して宿題をしてくるよう指導していると、事情も聞かず管理職が一方的に高橋さんを叱責するということがあった。他にも子どもの前での高橋さんへの強い指導と叱責が確認されている。また、同僚教員が大阪高裁で「高橋さんの給食指導が不十分」と証言したが、弁護士から「なぜ、それほど問題に感じていたのなら、当時、本人に指摘しなかったのか」とたずねられ、共通して「それはしませんでした」と答えている。これらの点について判決は、高橋さんのクラスが困難になった要因として、「…管理職と教員との関係性、教員同士の関係性、学級の児童の特性、児童同士の関係性、児童の発達段階等その他の要因も関与している可能性もあり、…」と明確に管理職と教員、教員同士の関係の問題点を指摘している。さらに、「…原告が新任教員であること、学校おける新任教員への支援体制が必ずしも十分でなかったこと、学級の児童に指導が難しい児童が複数おり、児童同士の関係にも難しい面があったこと、原告が保護者や児童の信頼を喪失するに至ったとは管理職らの対応にも一因があったこと、…」とし、支援体制の不十分さと管理職の対応の問題点を厳しく指摘している。このことは、ＣＥＡＲＴ中間報告が指摘した「同僚性と専門職的協働という特質に依拠した制度の改善」が全く行われていないことを物語っている。
　
（４）ＣＥＡＲＴ中間報告は６項で、教員評価制度の運用にあたって、「１９６６年勧告」が教員の「自由、創意及び責任」を損なうことのないよう、専門的職務の遂行を奨励及び支援することが中心でなくてはならないと強調し、「懲罰的な性格の強い規律措置」にならないよう求めている。今回の事例でも明らかなように、京都市教委が行っている新任教員に対する指導及び指導力を理由とした排除制度（分限免職制度）は、全く専門的職務の遂行を奨励及び支援することとはなっておらず、まさに、懲罰的な性格の強い規律措置となっているといわざるを得ない。現に裁判において、京都市教委は「条件附採用教員に対する分限自由（不採用）の有無の判断については、正式採用後の教員に対する分限処分に比して、緩やかな基準、すなわち、職務の良好な成績で遂行したか否かで判断されるべきであり、条件付採用期間の１年間において、教員としての指導力や適格性を厳正に見極め、指導力や適格性を欠くと評価される教員に対して毅然と対応することが求められている」と主張している。１年目の教員であろうと、「教員の地位に関する勧告」が適用されるのは当然のことであり、この点でも京都市教委の教員評価と「指導力不足教員」認定とその運用は誤っていることは明らかである。
４．最後に　
　今回、追加情報として取り上げた新任教員の分限免職処分をめぐる事案は、決して特殊な問題ではなく、多くの新規採用教員、青年教職員、強いてはすべての教職員が直面している問題でもある。その背景には日本政府及び各都道府県教育委員会などの教育行政が、１９６６年の「教員の地位に関する勧告」やこの間のＣＥＡＲＴ勧告の指摘を真摯に受け止めず、教員評価制度、「指導力不足」教員の認定制度などの教員政策を改善しようとしていないからである。私たち京都市教職員組合は、今回の来日とＣＥＡＲＴ中間報告を歓迎するとともに、いっそうのとりくみの強化を要請する。

　　　　　　　　　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
【報告】2009/07/30　
『全教からの追加情報』（事例：３）

■　大阪における評価結果と賃金リンクの状況についての追加情報
大阪教職員組合

　　昨年（２００８年４月）、ＣＥＡＲＴ調査団の来日調査にあたって、大阪教職員組合（以下、大教組）は大阪における教員評価制度について、事実に基づいてその実態を報告しましたが、その後の状況について、以下の通り追加報告します。
　
　１．ＣＥＡＲＴ勧告を無視する不当な教育委員会の姿勢　
　
　大教組は、２００８年１２月１８日、大阪府教育委員会（以下、府教委）との交渉を行いました。その際、大教組は、同月８日のＣＥＡＲＴ中間報告書にもとづき、府教委自身も調査を受けた当事者として、今回のＣＥＡＲＴ勧告を遵守することが求められているとし、具体的には勧告を踏まえ、①教職員評価制度である「評価・育成システム」について、被評価者である教職員を含めた幅広い検証を実施すること、②その廃止を含め、「システム」を抜本的に見直すこと、③大教組と誠実な協議を行うこと、を要求しました。これに対し府教委は、「『ＣＥＡＲＴ中間報告書』そのものについて、文科省から届いていない」と言いながら、「ＣＥＡＲＴ勧告については、尊重すべきもの」としつつも、「本府の状況、我が国の法制度にもとづき実施している」と、勧告そのものを無視する態度を示しました。
　
　大教組は、こうした府教委の姿勢を厳しく抗議するとともに。「教員の地位に関する勧告」や、ＣＥＡＲＴ中間報告書をふまえた誠実で意味のある協議を府教委に求めています。
　
　２．露骨な総人件費抑制のねらい、学校長にデタラメ評価を強要　
　
（１）府教委は２００８年９月１９日、「『教職員の評価・育成システム』の徹底について（通知）」を各市町村教委に対し発出しました。現行の評価は、上位からＳ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの順になっていますが、通知文は「ＳとＡ評価の割合が、５０％を超えるのではないかと危惧」として、上位評価を抑制するねらいをあからさまに示しています。
　
　府教委は、２００７度のＳ評価とＡ評価の合計は「府立学校および府内全体では４０％台後半」といい、２００８年度の評価結果が５０％を超えることが心配だと、通知発出の事情を説明しました。この背景には、賃金（一時金と昇給）への反映にあたっては、あらかじめ評価結果ごとの人員分布率が決められており、それは、概ねＳは全体の１０％、Ａは４０％として、ＳとＡの合計は５０％を超えてはならない（大阪府人事委員会規則２４条５号）と規定していることがあります。
　
　これは、「評価は『絶対評価』」という、「教職員の評価・育成システム」の根幹を府教委自身が否定するものです。
　
（２）また、通知は　「評価結果に関して…いわゆる『評価の寛大化』傾向が見られ…」としています。「評価の寛大化」の意味を質した大教組に対し、府教委は「本来はB評価の人がＡと評価されるなど、キチンと評価がされていない」と回答しました。このことは、府教委自身が適正な評価が行われていないことを認めたものであり、きわめて重大な発言です。大教組はこれまで、「青年はB」「首席はＡ」などという不当かつ不適正な評価の実態を、現場からの告発によって明らかにしてきましたが、この府教委通知文は、大教組の主張をはからずも裏付けるものとなりました。
　
　さらに府教委通知は、極端にＳとＡが多い学校に対して、適正な評価をするよう市町村教委から学校長への指導を要請しています。これは第1に、「ＳとＡ」の数を抑制せよと、府教委が市町村教委に、さらに市町村教委が学校長に圧力をかけるもので、客観・公正、絶対評価の根底を否定するにとどまらず、評価の恣意的な操作を学校長に求めるという、許しがたい行為です。第２に、府教委は、「『教職員の評価・育成システム』の目的は、教職員の意欲・資質の向上」と重ねて説明してきましたが、この説明に立てば、上位評価をえる教職員が増えることは「教職員の意欲・資質の向上」として「歓迎」されるものであって、「５０％」を超える心配など無用のはずです。「資質向上が目的」としてきた府教委の説明をも破たんした証しです。
　　
３．指導改善研修受講者に対し、賃金上の不利益を強行導入　
　
　また府教委は、指導改善研修受講者に対し、昇給及び勤勉手当を引き下げることを大教組の強い反対にもかかわらず、２０１０年４月より導入することを強行しました。現在、「指導不適切教員」研修受講者で、評価期間（４月から翌年３月までの１２カ月間）のうち６カ月以上研修受講している場合は、「評価なし」となり、賃金上は「標準」扱い（一時金は、給料月額の７５・０／１００、昇給は４号給）となっています。この現行規定を改悪し、一時金を標準以下のＤ評価と同様に６３・５／１００にした上で、昇給を３号給にするというものです。
　
　指導不適切教員とかかわる、この指導改善研修は、そもそも現場復帰を目的にした「指導」改善に向けた研修であり、その研修に参加したことを理由に懲戒処分に等しい賃金引き下げを行うことは、研修の性格、目的、「教員の地位の勧告」に照らしても不当そのものです。
           ==========================================================

【報告】2009/07/30　
『全教からの追加情報』（事例：４）

■　北海道における「協定書」の当局による一方的廃止通告について
北海道高等学校教職員組合連合会　中央執行委員長 櫻井 幹二

　　貴委員会の活動に敬意を表します。
　全教の構成組織の一つである北海道高等学校教職員組合連合会（hokkaido senior high school teachers and staffs union)から、北海道教育委員会と当組合との間に締結された「協定書」の当局による一方的廃止通告に関する情報を提供するものです。

　「協定書」は１９７１年、「国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」（「給特法」）にかかわる条例の施行にあたり締結された全１３項からなる文書協定であり、内容は【資料２】のとおりです。
　　私たちは、この「協定書」について、自主性、創造性が要請される教育職員の勤務の特質を踏まえ、その健康と福祉を損なうことのないように、また、自主的研修の重要性を認識し保障する観点から、時間外労働を制限するとともに勤務条件の維持向上を目的として、当局と組合の誠実かつ十分な協議の上締結された文書であると理解しています。　
　２００８年４月２８日、北海道教育委員会は「協定書」について、「締結後の制度改正」「社会情勢の変化」を理由とし、全ての項目を廃止する旨を私たちに提示しました。さらに、同年９月８日、「校長権限を制約するおそれ」「管理運営事項にあたること」を主たる理由とする項目ごとの廃止理由を提示し、一方的に交渉期限を年内に限定しつつ、４度の交渉における私たちの全面的な反対にもかかわらず、同年１２月２６日廃止通告を強行するに至りました。
　私たちは、北海道教育委員会がとった今回の処置について以下の点において重大な問題があると判断しています。
　
１．「協定書」の主たる内容に、教育職員の「時間外労働」の制限があります。この制限は締結当時の調査による月８時間程度の時間外労働実態を前提にしています。しかし、２００８年に北海道教育委員会自身が抽出調査した結果では、道内の高校教員の勤務日における労働時間は平均１１時間５分であり、これは月に換算すると６６時間にも及ぶ時間外労働を強いられていることになります。私たちは、この膨大な時間外労働を解消する具体的かつ実効ある政策を示すことが「協定書」に係わる交渉の前提であり、先行されるべきことであると主張しましたが、当局は「重要な課題である」との認識は示しつつも、交渉過程で具体策を何ら提出することなく「協定書」廃止を一方的に通告しました。これは、そもそも地方公務員法で「誠意と責任をもって履行しなければならない」性格を持つ「協定書」の履行責任を果たしていないだけでなく、教育職員の深刻な労働実態、健康及び福祉を顧慮しないきわめて不当な態度です。 

２．「協定書」第9項「教職員の超過勤務を解消し、教職員定数を抜本的に改善し、必要とする定員を確保するようつとめるとともに付ずい的業務を整理し、勤務時間の短縮をはかるように努力する」の廃止理由として北海道教育委員会は「行政の企画・立案に関する事項は管理運営事項であり、教育委員会が自らの判断と責任において処理すべきものであることから、表現・内容が不十分又は不適切である」と述べています。この部分に象徴されるように、明らかに勤務条件にかかわることについて、「管理運営事項」を盾に現場教職員の代表である組合の関与を排除する不当な姿勢が、他の項目においても貫かれています。私たちはその不当性を交渉過程において再三指摘しましたが、当局はその主張を繰り返すのみで、何ら合理的かつ説得的な具体的説明を行わないまま廃止通告に至りました。
　　これらの点は、明らかに２００８年１２月のＣＥＡＲＴ中間報告の「交渉と協議」に関する事項（４０項、４１項、４２項、４３項）に背馳します。
　私たちは「教員の地位勧告」を尊重し、その完全な実現を切望する立場から、上記の情報を貴委員会に提供し、委員会で検討の対象とされることを願うものです。
　【資料２】 　        協定書
国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する「特別措置法」にかかわる条例の施行について　
１９７１年１２月１５日
北海道教育委員会教育長 岡村 正吉（Shokichi Okamura)
北海道高等学校教職員組合連合会中央執行委員長 中神 凡夫 (Yoshio Nakagami) 

　
　標記の件について地方公務員法第５５条にもとづく交渉の結果、次の通り文書協定を行う。　

記

　
１ この条例の施行は、労働基準法の精神をふまえて、教職員の勤務改善のための措置である。
２ 変形時間労働制は行わない。
３ 教職員には原則として超過勤務を命じないものとする。
４ 教職員に超過勤務をもとめる場合は、次にかかげる業務に従事する場合で臨時又は緊急にやむを得ない必要がある場合に限るものとし、教職員の健康状態、繁忙の度合いなどを考慮し、かつ、教職員の意向を充分尊重する。
　なお、この場合には実情に応じて勤務軽減その他適切な措置を講ずるとともに特殊勤務手当については引き続き交渉する。
（１）生徒の実習に関する業務、生徒を直接対象とする実習指導で農業の実習における家畜の分娩、   天候の急変による作物の管理、水産実習における乗船実習に限る。
（２）学校行事に関する業務、修学旅行（見学旅行、宿泊研修）に限る。
（３）教職員会議に関する業務、全教職員が参加する会議で、非常災害など緊急に必要なものに限る。
（４）非常災害に関する業務、非常災害及び生徒の人命に関わる場合に限る。
５ 学校行事は原則として日曜、休日においては実施しないものとする。なお日曜および休日に勤務をもとめる場合は、代休措置を講ずるものとする。
６ 自発性・創造性がきわめて強く要請される教職員の勤務の特性にかんがみ、その勤務の扱いは次の通りとする。
（１）教職員が授業の準備・整理・研修及び生徒指導に関する業務を行う場合は、校長の承認のもとに  勤務時間内であっても学校外に勤務することができる。この場合、校長の恣意にわたらぬよう充分指導し趣旨の徹底をはかる。
（２）夏休み、冬休みなど、長期の休業期間については次の通りとする。
　イ　教育基本法及び教育公務員特例法第１９条・第２０条の規定により、原則として校外研修日とする。
　ロ　校外研修に際しては、所定の手続をへて事前に研修項目と居場所を届け出るものとする。
　ハ　帰省、スクーリング、海外研修などは、前項（ロ）と同じ扱いとする。
　ニ　教職員の各種研修会、研究会等への参加については、主催者により差別しない。
　ホ　いわゆる日番勤務については廃止の方向で今後交渉を継続する。
　ヘ　行政職員及び海事職員については、教職員に準じた扱いをする方向で更に交渉を継続する。
７ 以上のこととかかわって教職員に超過勤務をもとめる場合は地方公務員法第55条にもとづき、当該職場の教職員との交渉によっておこなうものとする。 
８ この条例の施行にともなう通達等については、教職員組合の意向を充分反映して発するものとする。また勤務条件にかかわる学校管理規則等の改正については、教職員組合との交渉でおこなう。　
９ 教職員の超過勤務を解消し、教職員定数配置を抜本的に改善し、必要とする定員を確保するようつとめるとともに付随的業務を整理し、勤務時間の短縮をはかるように努力する。
10 教職調整額の支給にかかわり既存の特殊勤務手当をうちきることなく、その拡大・増額をはかるよう努力する。
11 クラブ活動の指導にともなう勤務の取扱いについては、引き続き交渉する。
12 市町村立高等学校における勤務の取扱いについては、道立高等学校に準じて措置するよう市町村教育委員会を指導する。
13 本条例の施行をめぐって問題が生じた場合は教職員組合と交渉してこれを解決するものとする。
　
※注記 傍線部分については２００１年３月に北海道教育委員会が「一部破棄」したと主張する部分　


　　　　　　　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

【報告】2009/07/30　
『全教からの追加情報』（事例：５）

■　ＣＥＡＲＴへの香川高教組からの追加情報報告・助言要請
香川県高等学校教職員組合　執行委員長　藤原　誠司 

　
　２００８年４月２５日にはＣＥＡＲＴ調査団のみなさんが地方都市である香川県高松市まで来ていただきまして本当にありがとうございました。また、２００８年１２月に出された勧告は、私たち教職員組合の意見を真摯に受け止めていただき、かつ日本の教育をしっかりと考えて出された素晴らしい勧告ですので、この勧告の実現に向けて教育委員会等に働きかけを強めています。このような中、下記に報告する人道的にも教育的にも法的にも考えられない現業職員に対する大幅な待遇改悪が香川で強行されようとしていることを追加情報として提供するとともに、０８年勧告４３項（６）にある「困難の解決に役立つと考えられる事項について、共同専門家委員会及びその書記局の専門的及び政策的助言を検討するよう要請すること」にもとづき助言を頂ければ幸いです。なお、学校の現業職員が「教員の地位に関する勧告」1項に定義される「学校において生徒の教育に責任をもつすべての人びと」の一員であり、「Teacher」であることはいうまでもありません。
　
　１．学校現業職員について　
　
　学校現業職員は、「庁務員」「給食調理員」「農場管理員」「船舶員」「事務補助員」などの分野で学校での生徒・教職員の活動が円滑に進むべく働いている職員です。庁務員が最も多く、校内の清掃活動、施設設備の整備・修繕、樹木の剪定や農薬散布、逓送など広い学校敷地内で様々な仕事を行っている職員です。教員や生徒は、学校現業職員が安全・安心の学校生活にとって不可欠の存在であると認識しています。また、教員の多忙化が文部科学省の調査でも明白になり教員が生徒と関わり指導する時間が必要であると文部科学省も教職員も双方が認めている状況にあります。しかしながら、財政難を理由として香川県も含めて全国の学校現場で学校現業職員数と賃金を大幅に減らす状況が生じてきています。このような事態となれば、教員の多忙化はますますすすみ生徒と関わる時間が減少し、教育環境が悪化することは明々白々です。
　
２．学校現業職員の身分の不安定さと現在の状況　
　
　学校現業職員は日本の学校教育法における教職員配置の定数の中には組み込まれておらず、その他の職員として扱われています。従って、地方公務員ではあるものの、法的に不安定でしかも単純労働職員とされており、公務員の中で最も人員削減に手を付けやすい状況に置かれています。このような状況の中、内閣の閣議決定と総務省の通達で、公務員の人員削減とりわけ学校現業職員、現業職員(県庁や市役所等に勤務)をやり玉に挙げての人員と賃金削減を具体的に提案しています。これを受け、香川県をはじめ多くの地方公共団体で学校現業職員と現業職員の人数削減と賃金削減が全国的に始まりました。
　
３．香川県教育委員会による学校現業職員待遇大改悪提案内容：2008年11月7日に突然提案　
①　２００９年度と２０１０年度は賃金改悪はない現給保障とされるものの、２０１１年度には改悪給与表（行政職給与表２）と現在の賃金差の２０％を削減、２０１２度には賃金差の３０％削減、それ以降は２０１２年度までに決定とされているものの、現在の賃金よりも最大毎月１０万５２００円も月例給を下げる(別紙参照)。
②　定年年齢　６３歳⇒６０歳
③　賃金が下がるのが嫌な学校現業職員は任用替試験を受けて行政職員に変われ。但し、学校現業職員全員は任用替できない。学校現業職員は香川県教育委員会部門で９５名しかいない。
４．この香川県教育委員会の改悪提案に対して、「教員の地位に関する勧告」「ＣＥＡＲＴ勧告」にもとづいて香川高教組のとった対策　
①　「教員の地位に関する勧告」第８項にあるように、「教員の労働条件は職業的任務に専念できるものでなくてはならない」とあります。８７項には、「教員がその職務に専念できるように、学校には授業以外の業務を処理する補助職員を配置しなければならない。」とあります。これれは、教育の公共性を認めているが故であり、その根拠は子どもの学習権の保障です。従って、教員の専門性の保障のためには当然、学校現業職員の存在が不可欠です。このことは教職員組合のみならず、校長や事務部長ら管理職も含めた学校現場の教職員の切なる訴えです。現に、私たち香川高教組の訴えに多くの管理職も学校現業職員の存在の重要性を唱えています（全分会で校長に要請書提出や口頭要請済み）。また、教職員とその家族を対象とした緊急の学校現業職員の身分と賃金を守る署名はわずか2週間で４９３０筆も集約し（香川県の人口は１００万人、高校障害児学校の教職員は約２３００人程度）教育委員会に提出しました。
②　教育委員会交渉を２５回行ったものの全く形式的にとどまり、県教委は当初提案をほとんど変更せず、しかも私たち教職員組合の様々な角度からの１２項目の質問や追求（別紙資料）に対して文書回答も拒否したまま改悪提案を強行しました。また、現場の教職員も含めた交渉の際に、教育次長が「学校現業職員の賃金は高すぎる。賃金は税金だ」とあたかも学校現業職員への賃金支出は税金の無駄遣いといわんばかりの発言を行い、参加者は激怒しました。教育長との交渉も「県教委の当初提案でお願いします」に終始してまともな回答は全く得ることは出来ませんでした。このような県教委の姿勢は、地位勧告9項「教員団体は、教育の進歩に大きく寄与しうるものであり、教育政策の決定に関与すべき勢力として認められなければならない」また、２００８年のＣＥＡＲＴ勧告２６項「都道府県教委と教員団体の間の協議過程はせいぜい形式的なものに留まっていることを確認する。…１９６６年勧告は、単なる開かれたあるいは教員の意見を聞くだけに限られる教員団体との会談、それより多くのものを内容とする協議過程を要求している」、２８項「このように協議を怠ることは、１９６６年勧告の文言にも精神にも反するものであると考える」、２９項「共同専門家委員会は、教育当局と教員団体との協議や意見交換のための確立された機構が存在する証拠資料を調査団が発見しなかったことに留意する」とこれら勧告が出されているにもかかわらず、全く無視する姿勢からは、香川県教育委員会がこれらの勧告を尊重する意思、同時に教職員組合との協議・合意にもとづいてより良い教育を実現しようとする意志が欠落しているとしか考えられない状況です。
　
　このような状況の中、私たち香川高教組は、香川県労働委員会(労働問題解決のために県が設置している中立・公正な機関)に斡旋の申し立てを４月１５日に行い、５月２５日には、①相手の立場を尊重し、誠実に交渉を行い、円満な労使関係の確立に努めるものとする、②高教組の３月３１日の１２項目の質問状に対して県教委は可能な限り文書による回答をするものとする、③任用替えに当たっては本院の能力、意欲、経験等に十分に配慮するとともに、配置先職場におけるサポート体制に配慮するものとする、④段階的に６０歳とする定年年齢の引き下げにあたっては、再雇用の確保についても誠意を持って配慮するものとする　という私たちの主張をほとんど認めた斡旋案が出され、県教委も６月１日にこの斡旋案を受け入れざるを得ませんでした。この斡旋にもとづいてこれから交渉の仕切り直しを行っていくことになります。しかしながら、６月２４日の県教委との折衝の際に、県教委の非常識な対応によって斡旋にまでもつれてこのような事態となったことを反省して、「教員の地位に関する勧告」とＣＥＡＲＴ勧告、労働委員会斡旋案にもとづいて誠実かつ実質的交渉となるように申し入れを行ったところ、全く反省が無く、これまでも誠実に交渉を県教委として行ってきたと強弁する有様でした。
　これから交渉をもっていきますが、現段階では県教委はその姿勢を改める意志は見受けられない状況です。
③　特に今回のＣＥＡＲＴ勧告が、交渉と協議の意味が日本においては１９６６年勧告の趣旨に反する状況であることを指摘していることを私たちは重視しています。上記に記しているように、香川県教育委員会は賃金と待遇に関わる非常に重大な変更提案であるにもかかわらず、交渉は形式的に行うものの、ほとんど当初提案を変更しないという厳然たる事実があります。これは、香川県教育委員会が２００８年ＣＥＡＲＴ勧告４０項「省レベルと県教育委員会を含めて政府が教員団体との間で問題の性質に応じて行われるべき協議や交渉に対する方策を、1966年勧告の規定に則して再考すべきであると勧告する」、４１項「教職にとって関連ある問題に応じて協議と交渉を行うよう、より強く制度化された機構を構築する措置が講じられるべきであると勧告する」を遵守しない姿勢に終始していることは明白です。
５．ＣＥＡＲＴへの具体的要請　
①　２００８年のＣＥＡＲＴ勧告を文部科学省は各都道府県教育委員会に通知していません。従って、私達香川高教組は、全教のＣＥＡＲＴ勧告翻訳版を香川県教育委員会に渡すという方法を取らざるを得ませんでした。そこで、文部科学省が地方教育委員会に対して１９６６年勧告とＣＥＡＲＴ勧告の内容を通知しているか否かについて確認をしていただきたい。もし通知をしていない場合は、再度、より強い趣旨の勧告を出していただくことを要請します。
②　今回の学校現業職員への攻撃に関して、香川高教組の訴えにもとづいて香川県教育委員会に事実関係の調査を行うとともに、１９６６年勧告並びに２００８年のＣＥＡＲＴ勧告に反する部分がある場合は、できるだけ速やかに香川県教育委員会に対して勧告を出していただきたくことを要請します。
　　　　　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

以上
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